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緒言： 
サハラ以南アフリカの妊産婦死亡率は出生 10 万あたり 546（2015 年統計）と世界で最も悪く[WHO, 
UNICEF et al., 2015]、グローバルヘルスの重要課題として日本政府も課題解決のための支援を行ってい
る[外務省, 2015]。これら諸国では妊産婦死亡率削減に向け、施設分娩推進のための政策に取り組んでい
るが、依然として自宅分娩が行われている現状である[WHO, UNICEF et al., 2015]。 
サハラ以南アフリカの一つ、セネガル共和国（以下セネガル）では農村部における施設分娩率が特に低
く（都市部 93.0％、農村部 65.2％）、妊産婦死亡の原因の一つと考えられている[ANSD Senegal and The 
DHS programme ICF International, 2015]。自宅分娩要因に関する先行研究は各国で行われており、そ
の要因は社会文化的背景により異なるためそれに沿った対策が必要とされている  [Gabrysch and 
Campbell, 2009]。セネガルにおいては都市部の保健施設利用者を対象にした自宅分娩要因に関する研究
[Faye, Niane et al., 2011]はあるが、農村部を対象にしたものは見当たらない。 
そのため、本研究では自宅分娩が多い農村部に焦点をあて、自宅分娩経験者への面接から自宅分娩を選
択した理由を質的研究手法により抽出し、その結果をふまえて、セネガルの施設分娩推進のための政策と、
それに対する国際医療協力への示唆を与えることを目的とした。 
研究方法： 
首都ダカールから約 500km離れた A州内で、保健ポストがあり舗装道路に面していない 5農村の自宅
分娩経験者を対象とした。 各村内において自宅分娩経験があり 5 未満児を持つ女性を雪だるま式で抽
出し、自宅分娩となった理由について半構成的面接を行った。加えて、対象村と A 州内の B 保健行政区
で従事する医療者へも半構成的面接を行い、管轄地域の自宅分娩の理由について尋ねた。面接内容は録音
し逐語録を作成後、MAXQDA11を用いてテーマ分析を行った。 
結果： 
対象者となった自宅分娩経験者は 32人、平均年齢 24.9±8.7歳（平均±標準偏差）で全員既婚だった。
32人の分娩回数は合計 136回、一人当たり 4.3±1.5（平均±標準偏差）回、そのうち自宅分娩は合計 74
回、一人当たり 2.3±1.7（平均±標準偏差）回だった。医療者は 16 人で、職種内訳は保健ポスト長 10
人、助産師 1人、マトロン 3人、地域の健康推進員 1人、母子保健教育員 1人だった。 
74回の自宅分娩理由に関するセグメントが 263抽出され、52のコード、19のカテゴリー、7つのテー
マにまとまった。7つのテーマをさらに、(1)女性自身に起因する理由（【自宅分娩が慣習】【施設に行くタ
イミングを逃す】）、(2)家族・コミュニティに起因する理由（【家族のサポート不足】【物理的な障害】【隣
人達の過剰な注目】）、(3)医療者に起因する理由（【医療サービスの質不足】【医療者からの帰宅指示】）－
と 3つの側面に分類し整理した。［本文中の『 』はコード、〈 〉はカテゴリー、【 】はテーマを示す。］
7つのテーマの関連性を図 1に示した。各テーマは自宅分娩の直接的な理由である他、他のテーマに影響
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を与える要因とも考えられた。【医療者からの帰宅
指示】を受けることは、再訪のタイミングがわか
らなくなり【施設へ行く適切なタイミングを逃す】
ことへの影響が示された。また〈時期尚早という
帰宅指示〉を受けるとまだ産まれないと考え家族
が外出してしまう事例もあり、【家族のサポート不
足】へ影響していた。【物理的・経済的障壁】は【施
設へ行く適切なタイミングを逃す】ことへの影響
に加え、【家族のサポート不足】と相互に影響し
ていた。さらに【隣人達の過剰な注目】を避ける
ために女性たちが〈施設に行く前の辛抱〉をする
ことは【施設へ行く適切なタイミングを逃す】ことに繋がっていた。 
考察： 
自宅分娩理由を示す 7つのテーマのうち 3つ【施設へ行く適切なタイミングを逃す】【隣人達の過剰な
注目】【医療者からの帰宅指示】は先行研究にはなく、本研究で初めて見出されたため以下に考察を述べ
る。 
女性たちが【施設に行く適切なタイミングを逃す】背景には適切なタイミングに関する知識不足が示唆
された。女性たちはケアを求める意思がありながらも「施設に行く適切なタイミングがわからない」ため
に自宅分娩となっている可能性があった。施設に行く適切なタイミングとして、WHOは定期的な陣痛間
隔 20分を一つの目安としている[WHO, UNPF et al., 2015]が、女性たちは陣痛間隔時間が施設へ行くタ
イミングを決める要素であることを知らないことが推測された。さらに女性たちは〈陣痛・分娩過程に関
する知識不足〉により陣痛初期の自覚症状がわからず、陣痛知覚が遅くなっていることが考えられた。こ
のことより現在セネガル政府が推奨する異常時の症状に重点を置く産前教育[Ministère de la Santé de la 
Prévention et de l'Hygiène Publique au Sénégal, 2012]では、不十分であることが示唆された。 
【隣人達の過剰な注目】が自宅分娩理由として分析された背景には、知人が病気や分娩などで病院に行
くと見舞いに駆けつけるという風習が、妊婦のプライバシー侵害になっている可能性があった。通常は共
済組合など互助機能として政策的にも注目されているコミュニティの絆であるが、【隣人達の過剰な注目】
により「コミュニティ内のプライバシー欠如」が引き起こされていることが考えられた。 
一度施設に行った妊婦が【医療者からの帰宅指示】を受け自宅分娩となる背景には、医療者の不適切な
指示内容または、帰宅指示時の説明が不足していることが考えられた。本調査では、施設から帰されるこ
とで女性が〈再訪の意欲を喪失〉していることに加え、医療者からは〈時期尚早という帰宅指示〉のみで、
分娩進行状況や今後の経過説明がないため、女性たちは再訪のタイミングがわからない可能性が考えら
れた。他方で、帰宅指示が自宅分娩の理由となることを医療者が自覚していないことが窺えた。現状では
医療者が女性に帰宅指示を出す際の判断基準はなく個々の知識・技術に左右されているため、時に〈不適
切な帰宅指示〉となり自宅分娩の原因となっていることは課題である。この対策としては、陣痛の疑いで
施設に来た妊婦を帰す際の判断基準や対応などを明確にする必要性が示唆された。 
結語： 
これら 3 つの自宅分娩理由に対処するためには、施設へ行く適切なタイミングについての産前教育の
充実、妊産婦のプライバシー保護のためのコミュニティへの啓発活動の実施、施設に来た妊婦を帰す際の
医療者の判断や対応基準を明確にする必要性が示唆された。セネガルの施設分娩推進のため政策策定と、
それを支援する国際医療協力においては本研究結果を踏まえ実施していくことが望ましいと言える。 
図 1 自宅分娩理由のテーマ分析結果とテーマ間の関連 
